
○東松山市あんしん見守りネットワーク事業実施要綱 

平成２２年１１月１０日 

決裁 

改正 平成２４年３月３０日決裁 

平成２５年５月３１日決裁 

平成２９年３月２２日決裁 

平成３１年１月３０日決裁 

令和３年１月２８日決裁 

（目的） 

第１条 この要綱は、地域包括支援センターを中心として、地域住民、事業所

等との連携による高齢者等の見守りのネットワーク（以下「ネットワーク」

という。）の構築を図り、在宅の高齢者等の見守り等を行う東松山市あんし

ん見守りネットワーク事業（以下「事業」という。）を実施することにより、

当該高齢者等が家族や地域社会から孤立することを防止するとともに、虐待

等を早期に発見し、及び消費者被害を未然に防止することより、住みなれた

地域で安心した生活を確保することを目的とする。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各

号に定めるところによる。 

(1) 地域包括支援センター 東松山市内の介護保険法（平成９年法律第１２

３号）第１１５条の４６第１項に規定する地域包括支援センターをいう。 

(2) 協力員 事業の趣旨に賛同し、市に登録をした者をいう。 

(3) 協力事業所 事業の趣旨に賛同する販売店、企業等で、市に登録した事

業所をいう。 

(4) 協力機関 行政機関、社会福祉法人、医療機関、警察、介護保険施設等

で、市と協定を結んだ機関をいう。 

(5) 全体会 別表に定めるものの中から市長が必要と認める者で構成し、事

業の重要事項について協議し、対応を決定する会議をいう。 



(6) 幹事会 市内の地域包括支援センターの代表で構成し、全体会への付議

等、事業の内容について調整する会議をいう。 

(7) 分科会 全体会又は幹事会において、調査・研究が必要とされた事項に

ついて調査・研究を行う会議をいう。 

（実施主体） 

第３条 事業の実施主体は、東松山市とする。ただし、ネットワークの運営の

一部を社会福祉法人等へ委託することができる。 

（見守り対象者等） 

第４条 見守り対象者は、東松山市在住のおおむね６５歳以上の援護を必要と

している高齢者及び援護が必要となるおそれのある高齢者等（以下「要援護

高齢者」という。）とする。 

２ 前項の見守り対象者のうち、利用者登録を希望する者は、東松山市あんし

ん見守りネットワーク事業利用者登録申請書（様式第１号）により利用者登

録の申請を行うものとする。 

（利用者登録の通知等） 

第５条 市長は、前条の申請があったときは、登録の適否を審査し、登録が必

要と認められる場合は東松山市あんしん見守りネットワーク事業利用者登録

通知書（様式第２号）により、当該申請者に通知するものとする。 

２ 市長は、前項の規定により登録した利用者で、徘徊の可能性があると認め

られるものに対し、利用者登録番号を記載した見守りステッカーを交付する

ものとする。 

（利用者登録事項の変更） 

第６条 前条第１項に規定する通知を受けた者又はその家族は、登録事項に変

更があったときは東松山市あんしん見守りネットワーク事業利用者登録事項

変更届（様式第３号）により、変更内容を届け出なければならない。 

（協力員の役割） 

第７条 協力員は、高齢者等の生活を見守り、異変を発見した際は地域包括支

援センターに連絡するものとする。ただし、緊急時に当たっては警察、消防



等へ通報するものとする。 

２ 地域包括支援センターから依頼があった場合は、連携して訪問等の見守り

活動を行うものとする。 

３ 協力員は、前２項に規定する見守り等の活動を行うときは、東松山市あん

しん見守りネットワーク事業協力員証（様式第４号）を携帯し、請求があっ

たときは、これを提示しなければならない。 

４ 協力員は見守り等の活動で知り得た個人情報については、むやみに他人に

漏らしてはならない。その職を退いた後も同様とする。 

（協力員への登録） 

第８条 協力員として登録し、活動しようとする者は、東松山市あんしん見守

りネットワーク事業協力員登録申請書（様式第５号）を市長に提出しなけれ

ばならない。 

２ 市長は、前項の申請があったときは、速やかに名簿に登録し、東松山市あ

んしん見守りネットワーク事業協力員登録通知書（様式第６号）を当該申請

者に通知するものとする。 

（協力員登録事項の変更） 

第９条 協力員又はその家族は、登録事項に変更があったときは、東松山市あ

んしん見守りネットワーク事業協力員登録事項変更届（様式第７号）により、

変更内容を届け出なければならない。 

（協力事業所の役割） 

第１０条 協力事業所がふだん行っている業務、活動等を通じて関わりのある

高齢者等を見守り、異変を発見した際は、地域包括支援センターに連絡する

ものとする。ただし、緊急時に当たっては警察、消防等へ通報するものとす

る。 

（協力事業所への登録） 

第１１条 協力事業所として登録しようとする事業所は、東松山市あんしん見

守りネットワーク事業協力事業所登録申請書（様式第８号）を市長に提出し

なければならない。 



２ 市長は、前項の申請があったときは、速やかに名簿に登録し、東松山市あ

んしん見守りネットワーク事業協力事業所登録通知書（様式第９号）を当該

申請者に通知するものとする。 

（協力事業所登録事項の変更） 

第１２条 協力事業所は、登録事項に変更があったときは、東松山市あんしん

見守りネットワーク事業協力事業所登録事項変更届（様式第１０号）により、

変更内容を届け出なければならない。 

（協力機関の役割） 

第１３条 協力機関は、協力員、協力事業所等からの連絡を受け、地域包括支

援センターが高齢者等の支援を行うに当たり、必要な協力を行うものとする。 

（地域包括支援センターの役割） 

第１４条 地域包括支援センターは、市や協力機関等と連携しネットワークを

円滑に運用し、見守り等の活動を支援する。 

（市の役割） 

第１５条 市は、事業の実施について、次に掲げる業務を行う。 

(1) 要援護高齢者等の登録 

(2) 協力員の登録及び研修の実施 

(3) 協力事業所の登録及び事業所名等の公表 

(4) 協力機関との協定の締結及び情報提供 

(5) ネットワークの普及啓発活動 

(6) 連絡会議の開催 

(7) 幹事会及び分科会の事務局 

(8) その他ネットワークに関する必要な業務 

（消費者安全確保地域協議会） 

第１６条 ネットワークは、消費者安全法（平成２１年法律第５０号）第１１

条の３に規定する消費者安全確保地域協議会（以下「協議会」という。）と

しての機能を兼ねるものとする。 

（庶務） 



第１７条 ネットワークの庶務は、高齢者福祉を所管する課において処理する。 

２ 前項の規定にかかわらず、協議会の庶務は、東松山市消費生活センターを

所管する課において処理する。 

（個人情報の取扱い） 

第１８条 市長は、取得した個人情報の取扱いについては、東松山市個人情報

保護条例（平成１７年東松山市条例第３号）の規定に基づき、適正に取り扱

うとともに、同条例第１３条第２項の規定に基づき、本人又は第三者の権利

利益を不当に侵害するおそれがないと認められるときは、当該情報を第三者

に提供できるものとする。 

（その他） 

第１９条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は別に定める。 

附 則 

この要綱は、平成２２年１１月１０日から施行する。 

附 則（平成２４年３月３０日決裁） 

この要綱は、平成２４年４月１日から施行する。 

附 則（平成２５年５月３１日決裁） 

この要綱は、平成２５年６月１日から施行する。 

附 則（平成２９年３月２２日決裁） 

この要綱は、平成２９年４月１日から施行する。 

附 則（平成３１年１月３０日決裁） 

この要綱は、平成３１年２月１日から施行する。 

附 則（令和３年１月２８日決裁） 

この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

別表（第２条関係） 

地域包括支援センター 

医療機関 

居宅介護支援事業所 

通所系事業所 



入所施設系事業所 

権利擁護機関 

自治会関係者 

民生・児童委員 

学識経験者 

老人クラブ 

介護者 



 



 



 



 



 



 



 



 



 




